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避難所への再生可能エネルギー等導入事業プロポーザル募集要項 

 

１ 案件名  

避難所への再生可能エネルギー等導入事業 

 

２ 目 的 

千葉市再生可能エネルギー等導入計画 改定版に位置づけられている市有施設への再生可能エネル

ギー等の導入により、市有施設の平時の温室効果ガス排出を抑制すると同時に、災害時の避難所等で

のエネルギーを確保するため、市有施設の屋上の目的外使用許可を受け、再生可能エネルギー等設備

の導入、運転管理及び維持管理を行う事業者を企画提案方式により公募する。 

 

３ 事業の概要 

市有施設における太陽光発電設備、蓄電池及び附帯設備（以下、「設備」という）の導入事業の概要

は以下のとおりである。国の補助金を活用することにより行う導入事業については、その費用は全て事

業者の負担とする。 

（１）事業内容 

ア）事業者は、別表１の候補施設に対し構造調査、設備容量検討及び現地調査を行う。 

イ）事業者は設備設置が可能な施設に対する目的外使用許可を受け、提案をもとに設計・施工した

設備を導入し、設備の運転管理、維持管理を自らの責任で行う。また、事業者は当該設備で発

電した電力を、当該設備を設置した市有施設に供給する。 

ウ）事業者は適切な計測・検証手法を導入し、市有施設の温室効果ガス排出量削減効果を保証する。 

エ）運転期間終了後や設備導入された施設の廃止の場合等においては、事業者は設備を撤去する。

撤去により防水層を破損する場合には修復を行う。 

オ）導入については令和２年度から令和４年度までの３カ年を想定して公募を行うものである。た

だし、当該年度の事業成果が不適切とみなされた場合は、次年度以降の目的外使用許可の対象

としないことがある。 

 

（２）業務の範囲 

 事業者が行う業務の範囲は次のとおりとする。 

ア）候補施設についての構造調査、設備容量検討及び現地調査 

イ）設備の設計・工事・工事監理業務及びその関連業務 

ウ）工事に関連するその手続き業務及びその関連業務 

  ※学校施設では、大きな音の出る工事は土日祝日や夏休み等を中心に行うなど配慮すること。 

エ）運転期間内における当該設備で発電した電力の市有施設への供給業務、設備の運転及び維持管

理業務 

オ）運転期間内における当該設備を設置した市有施設の温室効果ガス排出量削減効果の計測・検証

業務 

カ）運転期間終了後等における設備撤去業務。必要に応じて防水層の修復業務 

キ）避難所運営委員会への説明業務 

ク）その他、国補助事業を活用する場合などにおける申請等業務 
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（３）事業期間等 

  目的外使用許可期間の開始日から当該年度末日までに設備を導入し、かつ運転を開始するものとす

る。運転期間は運転開始日から最長で２０年間とする。なお、国補助を活用した事業については、当

該補助の規定に従った導入時期及び運転開始時期とすること。 

 

４ 応募資格 

応募者は、次の資格要件をすべて満たさなければならない。なお、資格要件を満たしていることが

確認できる資料の提出を市が求める場合がある。 

（１）平成３０・３１年度測量・コンサルタント入札参加資格者名簿及び委託入札参加資格者名簿に登

録のある者若しくは千葉市と環境又は防災に係る協定を締結している者であること。 

（２）本事業と類似の事業履行実績（平成２７年度から令和元年度までの過去５年間において、「再生

可能エネルギー等導入に係る調査業務」、「太陽光発電設備等の設備設計業務」又は「耐震診断業

務」等の履行実績が２件）を有すること。 

（３）以下のアからタまでのいずれにも該当しないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

イ 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

ウ 企画提案書類の提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で同法に基づく

裁判所からの更生手続開始決定がなされている者 

オ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で同法に基づく

裁判所からの再生計画認可決定がなされている者 

カ 千葉市内において、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に違反している者 

キ 千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納して

いない者 

ク 千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者にあっては、

個人住民税の特別徴収を行っていない者 

ケ 法人税等並びに消費税及び地方消費税を完納していない者 

コ 千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（平成２９年５月２３日施行）及び千葉市建

設工事請負業者等指名停止措置要領（平成２９年５月２３日施行）に基づく指名停止措置等

を、企画提案書類の受付開始日から審査結果の通知の日までの間に受けている者 

サ 役員等（法人の代表者、非常勤を含む役員、その支店若しくは営業所を代表する者又は経営

に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者 

シ 役員等が、自己、自社若しくは第三者に不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

ス 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者 

セ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

ソ 役員等が、暴力団、暴力団員又は(サ)から(セ)に該当する法人等であることを知りながらこ

れを不当に利用するなどしている者 
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 タ 千葉市暴力団排除条例（平成２４年第３６号）第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接

関係者 

（４）本業務を実施する体制の中に、以下の資格を有する者を含めることができること。 

・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による構造設計一級建築士 

・エネルギー管理士（電気）又は技術士（電気・電子部門）又は電気主任技術者（第２種以上） 

 

５ 提案内容 

提案は、別表１の全ての候補施設を対象とし、次の項目について行うこと。 

（１）技術提案 

技術提案には、以下を必須事項として含めること。 

・実施方針 

・太陽光発電設備及び蓄電池の設備容量並びに温室効果ガス排出削減量 

 ※温室効果ガス排出削減量の算定にあたっては、係数は0.5kgCO2/kWhを用いること。また、

設備利用率の設定根拠を示すこと（参考にしたデータベースや資料があればそれらを記載

すること）。 

※別表１にある施設ごとの過去数年間の電気使用量、想定契約電力及び建築面積を参考に算

定すること。 

【想定契約電力】小中学校・公民館については、過去の契約電力の実績をもとに算出した

想定値。高等学校については、小中学校・公民館における過去の電力使用量と契約電力の

関係を参考にして算出した想定値。 

【建築面積】施設ごとの各棟の建築面積を単純に合計したものであり、パネルが設置可能

な面積とは限らないので注意すること。なお、施設によっては延べ床面積を階数で除した

ものを建築面積としている場合がある。 

・運転管理、維持管理、温室効果ガス排出量削減効果の計測・検証の方法 

・３カ年の設備導入工程表、事業フロー及び運転期間における維持管理等のスケジュール 

・工事費、運転管理、維持管理及び撤去のための費用、資金調達を含めた事業資金計画 

・本事業を充実させるための独自提案（市内の温室効果ガス排出削減に寄与する提案等） 

（２）事業遂行能力（実施体制、提案中で専門知識を生かしたポイント等） 

本事業の実施する要員について、資格、経験等を記入すること。また、要員の資格を証明する

書類を添付すること。 

 （３）行政財産目的外使用許可の使用料 

    市有施設を使用するための使用料（面積単価）を提案すること。 

 （４）その他 

    下請け業者又は協力事業者の選定に当たっては、市内業者を優先して選定することとし、提案

においては事業者が行う業務における市内業者の活用について記載すること。 

 

６ スケジュール 

スケジュールは、下表のとおりとする。 

書類等の交付や受付等については、土曜日、日曜日を除く日の午前９時から午後５時まで（ただし、

正午から午後１時までを除く。）とする。 
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表 スケジュール 

日程 内 容 

令和２年 ３月３日（火） 募集要項公表 

３月３日（火）～３月９日（月）正午 質問受付 

３月１１日（水） 質問回答ホームページ掲載 

３月１６日（月）～３月２３日（月） 企画提案書類の受付（様式２～３） 

３月２４日（火） 応募資格の審査結果通知 

３月２６日（木） プレゼンテーション及びヒアリング 

３月３０日（月） 選定結果の通知・公表 

 

７ 質問及び回答 

募集要項の内容についての質問は、書面により以下のとおり受け付ける。また、面談による質問も

質問受付期間中随時対応するが、面談の際に行った質問についても書面で提出すること。なお、面談

の際は事前に面談日を市と調整すること。 

（１）提出書類   質問書（様式１） 

（２）受付期間   募集要項公表開始後から令和２年３月９日（月）正午まで 

（３）提出方法   電子メール 

※件名を「避難所への再生可能エネルギー等導入事業に関する質問」とすること。

また、到達確認の電話をすること。 

（４）提出先    千葉市環境局環境保全部環境保全課 温暖化対策室 

電子メールアドレス kankyohozen.ENP@city.chiba.lg.jp 

（５）質問及び回答の公表 

令和２年３月１１日（水）のうちに、入札情報のホームページにおいて、事業者名等を除き、

質問及び回答を公表する。ホームページへの掲載以外での質問に対する回答は行わない。 

 

８ 企画提案書類の提出 

（１）受付期間    令和２年３月１６日（月）から令和２年３月２３日（月）まで 

（２）提出書類    下記ア～コからなる企画提案書類。 

ア 企画提案書（様式２） 

イ 提案内容（様式は問わない。作成にあたっては「５ 提案内容」を参照。） 

ウ 事業実施体制図（代表事業者名、構成関連事業者名を示し、それぞれの事業者の関係や役割

分担を示したもの。図には資格所有者を記載し、資格を証明する書類（資格証等）の写しを

添付すること。） 

エ 類似業務履行実績（２件）（契約書及び仕様書の写し） 

オ 誓約書（様式３） 

カ 事業報告書（直近事業年度）（事業内容が分かるカタログやパンフレット等でも可） 

キ 法人登記事項証明書（原本）（履歴事項全部証明書：３か月以内のもの） 

ク 貸借対照表（直近３年分） 

ケ 損益計算書（直近３年分） 

コ 納税証明書（原本）（３か月以内のもの） 

※営業所等が企画提案書類を提出する場合は、本店の納税証明書も提出すること。 

   (ア)法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その3の3） 

   (イ)法人都道府県民税の納税証明書 

   (ウ)法人市町村民税の納税証明書 
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（３）提出部数 

   ア 上記（２）の書類  正本１部、副本１部（写し可） 

     ※原則としてＡ４判にして１部ごとにファイルにとじ、提出すること。 

イ 上記（２）のデータを保存した電子媒体（CD-R） １部 

ウ 上記（２）の「イ 提案内容」の写し １２部 

  ※応募者の社名が記名されている場合は無記名とすること。 

（４）提出方法 

持参により提出（郵送、電子メール、ファクシミリ等、持参以外の方法で提出された書類につ

いては、受け付けない。） 

（５）提出先 

千葉市中央区千葉港１－１ 千葉市役所本庁舎４階 

千葉市環境局環境保全部環境保全課 温暖化対策室 

 

９ 事業実施予定者の選定、通知 

（１）プレゼンテーション及びヒアリング 

市は応募資格要件について書類審査を行い、全ての応募者に対し、企画提案書に記載の電子メー

ルアドレスに結果を通知する。その後、書類審査通過者による企画提案書類についてのプレゼンテーシ

ョン及びヒアリングを以下のとおり行う。また、プレゼンテーション及びヒアリングに際しては事前に書面に

より事業者に質問を行うことがあるので、その際は書面により回答すること。 

○日時・場所  ３月２６日（木） 時間及び場所については別途通知する。 

         ※１事業者あたり説明１５分、質疑応答１５分程度を想定 

（２）評価・選定方法 

企画提案書類、プレゼンテーション及びヒアリングについて、評価基準に基づいて評価点を算

定し、その合計点数が60点以上でかつ最も高い事業者を事業実施予定者として選定する。なお、

事業実施予定者が辞退又は失格となった場合は、次順位の応募者を事業実施予定者として選定す

ることとし、以降も同様とする。ただし、合計点数が60点を下回った応募者は、選定の対象とな

らない。また、評価項目で１項目でも評価点が0 点となった場合は失格とする。 

 

【評価基準】 

    企画提案を評価する基準は、概ね次表のとおりである。 

評価項目 評価内容 

技術提案 

① 技術提案に具体性・妥当性があるか。（設備容量に具体的な提案があるか。） 

② 二酸化炭素排出量の削減効果が高いか。（トータルの設備容量が大きく、

それらの設備を速やかに設置する計画か。） 

③ 一連の事業（工事、運転管理、維持管理、計測・検証、撤去等）の内容及

び事業に係る投資回収に具体性・妥当性があるか。 

④ 独自提案は実現可能性が高く、また災害時の電力の強靭化に資する提案に

なっているか。 

事業遂行 

能力 

① 期日までに設備導入工事を完了させ、運転を開始するスケジュールとなっ

ているか。なお、事業資金計画において補助金を活用する場合には、補助金

要綱等で規定される期日までに業務を確実に完了するスケジュールとなって

いるか。 
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② 実施体制、緊急時の対応体制は整っているか。また、安全管理体制は整っ

ているか（児童、生徒、学校生活全般に対する安全面や近隣住民に対する配

慮はあるか）。 

③ 類似の業務履行実績及び専門的な知見・知識を有しており、それらを活か

した提案がなされているか。 

使用料 運転期間中の市の利益が大きいか。（目的外使用許可使用料） 

その他 市内業者の活用への配慮がなされているか。 

 

（３）選定結果の通知 

市は、すべての応募者に対し書面により結果を通知するものとする。また、募集情報のホーム

ページにおいて結果を公表する。 

 

10 その他 

（１）市からの提示書類、資料の取扱い 

市が提示する書類及び資料は応募に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

（２）事業において使用する言語等 

事業において使用する言語は日本語とし、通貨単位は円とする。また、計量単位は、計量法（平

成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

（３）企画提案に係る費用負担 

企画提案に要する費用については、すべて応募者の負担とする。 

（４）失格事由 

次のいずれかに該当する者は、失格とする。 

   ア 企画提案書類に虚偽の記載をした者 

イ 応募資格要件に適合していない者 

ウ 提出期限までに所定の書類を提出しない者 

（５）企画提案書類の取扱い 

事業に関する企画提案書類の著作権は、応募者に帰属する。また、提出された書類は、事業の

選定に係る公表以外に市は応募者に無断で使用しない。なお、提出された書類は、返却しない。 

 

 

 

【担当窓口】 

〒２６０－８７２２ 

千葉市中央区千葉港１－１ 

千葉市環境局環境保全部環境保全課 温暖化対策室 

電話 043-245-5199  FAX 043-245-5553 

E-mail kankyohozen.ENP@city.chiba.lg.jp 


